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私が今年の３月に退官するという話をします
と，皆さん「えっ！」と驚かれます。多分その
驚きは，若いということだろうと思います。自
分自身もまだ若いつもりなのですけれども，実
は今日の最終講義「新しい社会経済システム
の理論的構図を求めて」も，大変若いテーマで
す。またその中身も大変若々しく未熟なところ
が多いのですが,今日は敢えてこの若いテーマ
で最終講義をしたいと思います。
「新しい社会経済システムの理論的構図」
は，今我々に強く求められているテーマです。
私は副題の「コミュニティと非営利・協同組
織」という問題を，この10年ぐらい追ってまい
りました。まだ整理された全体像を見いだすに
は至っていませんが，今日はその中間報告とい
うことでお聞きいただきたいと思います。
Ｉま大量失業，そして環境破壊といった社会問
題が，これまで続いてきた経済成長型経済シス
テムの転換を求めており，これは今日誰しもが
主張することであります。そして，経済システ
ムを人々の要求を基礎とする生活主導経済シ
ステムと参加型経済システムに変えようとする
声もまた，非常に大きくなっています。
今日のテーマも環境問題がベースに敷かれて
おります。今の経済組織のもとでは環境問題へ
の対応はまだ表面的，表層的であって，必ずし
も内在化はしていない。特に社会システムが環
境問題に内在的に対応していくという形にはなっ
ていない。環境問題を内在する社会システムへ
の転換が求められています。
私がここで「新しい社会経済システム」とい
う場合そのような意図がありますが，「社会経
済システム」とあえて言いますのには次のよう
な意味があります。
第１に，今日の大都市の家庭生活と会社生
活の離反ということが象徴的に示しているよう
に，生活と経済の関係の離反が著しい。第２
１．「新しい社会経済システム」の
意図するもの
(1)社会経済システムの転換の動因
いわばバブルとその崩壊後の長期不況あるい
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に，自己拡大的な経済システムを社会のその他
の要素とバランスの良い形に位置づける必要が
ある。第３に，今の社会を主導している経済
社会あるいは経済システムの転換を踏まえた新
しい社会経済システムを考えていく必要がある。
そういう意味で，あえて社会経済システムと言っ
ているのであって，この社会経済システム自体，
いわば過渡期形態の表現と考えることができま
す。
(2)コミュニティ論の基本問題
社会システムの転換を考えるための手掛かり
をこれまで様々な形で求めて来ましたけれども，
最近その中で注目していますのがコミュニティ
論です（藤田1994)。
コミュニティ論の基本問題にあまり時間をと
ることはできませんが，Ｆ・テンニエスの「ゲ
マインシャフトとゲゼルシャフト」（1887年）が，
ゲマインシャフトとゲゼルシャフト（英語では
コミュニティとソサエティ）の対応関係で社会
を見るという方法の出発点をなしています（テ
ンニエス)。
そして，それを受けて書かれているＲ・マッ
キーバーの『コミュニティ』（1924年）がありま
す。そこでは，コミュニティとアソシエイション
という形で社会が捉えられており，マッキーパー
はその中で－つ重要なことを加えています。そ
れはコミュニティにおけるその成員のパーソナリ
ティの成長という論点を出している点です。パー
ソナリティの成長が，コミュニティの成員相互
の関係，社会構造，コミュニティの慣習やアソ
シエイションを変え，そしてコミュニティの発
展を導き，社会を発展させるという論理です
(マッキーバー)。
今日のアソシエイションの中心は資本主義経
済システムですが，果してその発展は我々のコ
ミュニティを発展させ得るのかどうかという問
いが我々に投げかけられているように思います。
そこで，新しいコミュニティとアソシエイション
の関係の問題を手懸りに，新しい社会経済シ
ステムの問題を考えてみたいと思います。アソ
シエイションはまた，そのような新しいテーマに
読み替えますと，非営利・協同組織の問題で
もあるということになります。
２．新しいコミュニティ輪の問題点
(1)コミュニティ論と共同生活の基盤
マッキーパー以来，共同生活の基盤としての
コミュニティ分析が社会学におけるコミュニティ
研究の主流をなしてきました。レジュメには，
現代日本のその問題の社会学における代表的
なメンバーによる研究を少し掲げましたが，農
村の都市化等の混住化社会の進行と共同生活
とコミュニティの変化問題を取り上げた文学部
の橋本和幸教授もその中に挙げていますが，大
変勉強になりました（松原，神谷・中道，二
宮・中藤・橋本，蓮見・奥田)。
私も，共同生活の基盤と生活の非営利・協
同組織との関係に注目し，1994年に新しい生
活コミュニティ問題の論文を書いております。
関心の中心は，社会的非営利・協同組織が生
活コミュニティの補完という機能から，さらに
新しいもっと広いコミュニティ形成の役割を担っ
ている，あるいはそういう役割を果たしつつあ
るというところにあります〔藤田1994)。
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として共有し，社会運動をやっているというこ
と（藤田1998a)。
福祉国家スウェーデンモデルは崩壊したとい
う議論が非常に多いのですが，崩壊というのは
必ずしも適当ではありません。スウェーデンモ
デルの理念は，むしろ「スウェーデン・ネオ・
コミュニティシステム」という変化した社会形
態の中で生きつづけているとさえ言えるでしょ
う。
生活関迎の社会的活動組織・「非営利・協
同組織」は，福祉コミュニティ的な助け合い人
間関係の形成と同時に，生活コミュニティを超
える地域社会それ自体の形成にかかわる多様な
積極的な社会的活動を展開する社会的活動組
織・「非営利・協同組織」との連結などの役
割を担っています。この社会的活動への広がり
に，生活コミュニティや福祉コミュニティを越
える新しいコミュニティの問題があるように思
います。
(2)新しいコミュニティ識
社会経済学がアメリカ，ヨーロッパを中心に
静かな広がりを見せていますが，その社会経済
学の新しいパラダイムとして「ニュー・コミュ
ニタリアニズム」が提起されています。そのな
かのチューリッヒ大学のＡ・ワーグナー（国際
第３セクター・ISTR学会会長）の論文「コミュ
ニタリアニズムー社会経済分析の新パラダイム」
（1995年）は，新古典派的な方法論的個人主
義に対時する方法論的コミュニタリアニズムを
主張し，方法論的個人主義が基礎的な社会成
員として設定する個人を「コミュニティの中の
人（PcrsoninCommunity)」として識定しよ
このような生活関連「社会的非営利・協同
組織」の代表的な活動例として，多くの生活
協同組合活動がありますが，特にしばしば挙げ
られるのはモンドラゴンなどのヨーロッパあるい
はイギリスの協同組合です。日本にも，私ども
が調査した鶴岡生協や，神戸あるいは横浜など
にそういう活動を見いだすことができます。特
に私どもが調査に入ったスウェーデンのヤーム
トランド県が大変印象的です。
そこで，このヤームトランド県のことを少し
紹介して，今日の議論の一つの現実的なベース
にしたいと思います。ここでは，田園地帯の雇
用を高めて，田園に活気を取り戻す主要な担
い手として，後から紹介する「社会的経済」
を掲げる新協同組合運動というものが活発に展
開されております。
その特徴は，第１に，コミュニティ型の多角
的な協同組合です。有力な組織として生協が
ありますが，それ以外にも福祉の協同組合，あ
るいはスポーツクラプを経営する協同組合，そ
ういう多種類の協同組合が互いにネットワーク
を作りながら豊かなコミュニティを作っていま
す。第２に，協同組合支援センター（CDA）
が活発に活動しているということ。第３に，地
方自治体がそのような活動を積極的に支援して
いるということ，それから政府，労働組合等々
か擾助資金その他の後押しをしているというこ
と。それにＥＵからも資金援助がなされている。
第４に，女性の活躍が非常に目ざましいという
こと。第５に，情報通伺（パソコン）機能を
股大阪に利用しているということ。第６に，い
ろいろな組織が「社会的経済」を一つの戦略
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うとしている（Wagner)。
また，そのような考え方の基礎を作ったとも
言えるＨ・デイリとＪ・コプの『共同の福利を
求めて－コミュニティ指向経済，環境，持続
可能な未来』（1989年）は，これからの「持続
可能なコミュニティ社会経済論」を展開した最
初の本格的な著書と言えます（Daly＆Cobb)。
その特徴を整理しますと－
１）「コミュニティの中の人」の内容に次の４
つの規準を設けている。１，個人が確立でき
る。２，生活関連の決定へのメンバーの参
加が可能である。３，社会集団がメンバーの
責任を取る内容を持つ。４，多様な個別性
を認めている。
２）多くのコミュニティのコミュニティとして
国民コミュニティが形成され，それは貿易依
存経済でなく，国民経済視点の自立的経済，
国民経済的な循環経済を目指す。
３）地域コミュニティの知的水準や経済の自
立的展開力を高め，流動的な不安定性の少
ない自立的な地域社会を作ることにより，環
境に対応することができる。
４）市場主義的原理は経済のグローバル化と
あいまって，多くのコミュニティと自然を侵
食しつつあるが，国民コミュニティを越える
問題については，「コミュニティのコミュニティ」
という考え方の国際システムによって対応し
ていく必要がある。
この本は「環境，持続可能な未来」という
副題がついておりますように，環境に対応する
システムを追求しようとしている本ですが，デ
イリは段近の『エコロジー経済学入門』（1997
年）という５人の共著のなかで，さらに次のよ
うに主張しています。自然や世代共通の遺産の
引き継ぎにはコミュニティを基礎とする共同的
制度というものが必要である。市場情報はコミュ
ニティのグローバル経済への連結に有効な働き
をすることがあるが，自由貿易は生産物の特化
と取引コストを高め，コミュニティを破壊し，
環境問題に対する合意を困難にしている
(Costanza＆CumberlaM＆Ｄａｌｙ＆Good‐
ｌａｎｄ＆NorgaaJd)。
このデイリの理論を評価すると，生活者，労
働者，生産者の参加と協同によって，比較的
小規模の自立的な社会経済システムの基礎的
な単位をコミュニティという形で示していると
いうこと，さらに無駄のない自立的な経済循環
システムの形成によって環境に対応できる社会
経済システムの櫛想を試みていること，それを
国民あるいは国際的な範囲にまで及ぶようなコ
ミュニティの体系として示した点を，私は高く
評価したいと思います。
ただ問題点は，テンニエスのコミュニティと
ソサエティあるいはアソシエーションの区別を
議論はしていますが，事実上コミュニティ論に
全てを集約しており，私が注目しております今
日の多様な社会的活動組織，非営利・協同組
織のような積極的に我々の活動を押し進めてい
く人間の集団の分析が非常に少ない。コミュニ
ティとそれとの関連の問題というものが弱い。
本格的にほとんど取り扱われていないという点
です。
(3)経済コミュニティ論
デイリには経済コミュニティ論が散発的に出
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ていますので，それを検討したいと思います。
デイリーはビジネスコミュニティ論という形で，
企業の巨大化の弊害，それから産業の集中化
の弊害をかなり大雑把に分析しながら，地域分
散化，小規模化の方が経済は効率的で無駄が
少なく，消費者と生産者が同じコミュニティ成
員である場合に，コミュニティの均衡が成立し
やすく，不安定な経済状態になりにくいという
こと，さらに，地方自治体の地域経済自立化
の活動も加わって，自立的な地域社会を作っ
ていくことが重要であると主張をしています。
デイリのこのような考え方が出る前に，日本
でも知られていますＭ・ピオリとＣ・セープル
の『第２の産業分水嶺』（1984年）という本が
産業コミュニティ論を展開しています。とくに
ピオリは「個人主義を越えて（Beyondthelnd
ividualism)」という本も別に書いていますので，
ピオリの考え方に注目をしたいわけです（Pio泥
＆Sable)。
その産業コミュニティ論はすぐれてアメリカ
経済論でありますが，第１に，アメリカの大規
模経済の展開は乗り越える必要があり，むしろ
｢柔軟な専門化f1exiblespecialization」システ
ムというものを作っていく必要がある。それは
むしろ中小企業の複合的ネットワークによるク
ラフト的なコミュニティを作っていくことによっ
て形成されるものであり，これを地域産業コミュ
ニティと言っているわけですが，例えばシリコ
ンバレーなども実はそういう内容を持っている
という分析もあります。
第２に，そのようにすることによって巨大な
固定費あるいはインフレ等の不確実な要因のり
スク回避がより可能になり，価格変動にも柔軟
に対応でき，安定的なシステムを作ることがで
きる。第３に，コンピューター技術の応用によっ
て，少肚多品種生産にも対応することができる○
第４に，ハイテクにもあるいは伝統産業にも照
応するシステムである。第５に，労働者参加の
協力関係を進めることができるし，職業訓練,
社会保険等々の整備もはるかに容易に行うこと
ができる。それから（６番目をとばして)’第
７に，ヨーマン．デモクラシー，いわばコミュ
ニティ的個人主義の活用によって，産業コミュ
ニティの形成からさらに国家のコミュニティの
形成へ発展させることができる｡そして最後に,
これは重要な指摘だと思うのですが，社会と経
済の分離から両者の連続したシステムへ変えて
いくことができる。
このようなデイリーやピオリーのような考え
方は日本にもあり，中村尚司氏や古沢広祐氏
等の著作がそれにあたります（中村，古沢)。
(4)社会的企業論
経済コミュニティの形成にはそれに照応した
企業組織の形成が要求されるように思います。
社会的企業論というカテゴリーで捉えられる将
来出てくるであろう企業形態が，そのような経
済コミュニティの中心的，指導的な担い手にな
るのではないかと考えています。
「社会的経済」という概念について前に触
れましたけれども，これはＥＵが試みようとし
ている一つの挑戦的な新しい形の社会経済シス
テムです。かつてＥＣは「社会的経済」の方針
を閣僚理事会で了承しており，今はＥＵの
｢社会的経済」になっていると言ってもいいと
－１６１－
金沢大学経済学部論集第20巻第１号2000.3
思います。このあたりの経過については，富沢
賢治『社会的経済セクターの研究」（1998年）
を読んでいただきたい（富沢)。図１－１（講
義で用いられた図はすべて省略した。以下同じ：
編集者註）を見ますと，その真ん中にある「社
会的経済セクター」（協同組合，共済組織，
非営利組織）はいわば社会的企業の代表的な
ものです。
最近ヨーロッパの学者が言っている社会的企
業の概念はもう少し広いわけで，それは私が
｢参加型株式会社」と言っている様々な株式会
社の変型形態を含んでいます。社会的企業と
いう概念に関しては，最近もポルザガ，ペスト
フをはじめ，ＥＵを構成するほとんど全ての国
の学者が執筆している本が出ています(Borzaga
＆Santuari)。このように，非営利・協同組織
の理念がいわば営利組織にまで入り込んでそれ
を変質させつつあるような一種の過渡期の株式
会社一形態としては利潤追求型の企業形態を
持ちながらも，利潤追求を目的としない企業に
変質しつつある企業一を捉えて，社会的企業
論が概念化されていることは大変注目すべきこ
とです。そこには非営利・協同組織を踏まえな
がら，それとは違った新たな次元の問題提起が
あることに注意すべきです（Fujita)。
そういうものの一つに，ＥＳＯＰと呼ばれてい
る従業員持ち株制度があります。さらにそれが
進んでⅢイギリスではＮ・ウィルソンが分析し
ていますように，協同組合とＥＳＯＰとが合体し
たECOＰというのも出ているわけで，これは株
式会社の形態が様々な形で大きく変化しようと
している一つの兆候だと言えるかもしれません
(Wilson)。これについては，アメリカのＪ・シ
モンズが1985年のﾘﾘﾉb汰ｍｇ７ｂｇｅｌｈｅｒという本
の中で出した図１－２を見ていただきたい
(Simmons＆MareS)。そこでは，ＥＳＯＰが３
分類され，協同組合とも関連付けられている。
このようにＥＳＯＰにも注目したいのですが，
必ずしも我々が意図する社会的企業のような方
向でないＥＳＯＰも実はたくさんあります。たと
えば，経営者側が退職金対策のための労働者
参加組織として作っている場合です。したがっ
て，一概には言えませんが，参加型株式会社
が－つの流れをなしつつあることは確かです。
また，その他の株式会社の多様な労働者参
加形態も発展しています。たとえば’ステイク
ホルダー型株式会社，つまり多くの企業の関係
者の参加とその参加を前提とする株式会社の
社会的展開が欧米のあちらこちらで行われてい
る。また，イギリスのプレア首相の主張でもあ
りますステイクホールディングの流れの中で，
イギリスに「ステイクホルダーキャピタリズム」
というものが広がりつつある（ＧKelly＆、
Kelly＆Gamble,Whcelcr)。これは要するに，
企業の取引先や住民の参加を促していく企業
形態のあり方です。これには労働党左派の中に
多くの批判があり，私のイギリスの友人も反対
論者ですが，私は大きな流れの中ではやはりこ
れは参加型株式会社への形態変化の一つの兆
候だと見ています。
あるいはまた，企業の環境問題との係わり方
の中で，ＩＳＯ14000シリーズや環境会計が企業
の中で取り上げられている。それは我々とは違っ
た意図がそこにあるにしろ，企業がそういう社
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ニティは家族と，生活関連の非営利・協同組
織，それから地方自治体の生活関連機能ある
いは生活関連機関で織成される。そして，生
活活動や社会的活動の中身に応じて多元的な
形態をとり，また，非営利・協同組織の多様
性と多元性に応じて多元的あるいは多様な形
態をとると考えられます。
新しいコミュニティが多元性を持つことは，
アメリカの有名な社会経済学者Ｓ・エチィオニィ
も同じような分析をしていますが（Etizioni)，
日本の代表的な社会学者でコミュニティ論者で
あります園田恭一教授が，地域性がそういうふ
うに多様性，多元性をおびてくると地域性はだ
んだん喪失していくと分析しています（園田)。
このコミュニティにおける地域性の喪失という
問題について，私は，地域性というのは確かに
拡散拡大していくであろうが，コミュニティ等
の内容に応じて，菰要な要素として残ると考え
ています。
次に，コミュニティ形成に重要な役割を今日
果たすと考えられる非営利・協同組織の定義
ですが，それは「営利や資本拡大優先でなく，
人間の共同的な社会的要求を，個々人の能力
を生かしながら，民主的な協同的活動によって
実現する組織である」ということになります。
我々の研究グループが「NPO・非営利組織」
ではなくて，「非徴利・協同組織」という言葉
を使っていることには，いろいろな含意があり
ます。端的に言うと，具体的にそこに協同組
合原理を入れるということです。また，「協同」
には，「非営利」という他から区別する概念以
上のポジティブな内容が込められています。そ
会的要因を内在化せざるをえない社会状況に
直面しているということに注目することは重要
なことだと思います｡
３．新しいコミュニティの基本概念
新しいコミュニティの雑木概念についての私
の積極的な考え方をここから示してみたいと思
います。
(１１コミュニティの定義
コミュニティとは「人々の社会的活動を通し
て形成される人々の『共感と信頼」を雅礎と
する人々の社会的協同的染団関係である」と
いうことです。「人々の」というのは，英語で
はｐｅｏｐｌｅですが，なかなかいい言葉がないので
｢人々」としておきます。
新しいコミュニティというのは，何らかの社
会的な機能を果たす組織の協力関係の中でし
かできないのではないか。つまり，新しいコミュ
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して，それは先の「社会的経済」の概念のとこ
ろで少し申し上げたように，社会経済システム
の転換という方向性を持ったヨーロッパ的な概
念という意味合いを持っています。その点は最
近書いた論文の中で展開しておりますので，興
味のある方はご覧になっていただきたい（藤田
1999)。
新しいコミュニティは，非営利・協同組織に
大きく依存しているわけですが，その非営利・
協同組織の内部においても，組織相互の関係
においても，民主的な協議システムが人々の合
意形成の基本的な方法になると同時に，その
協議における対話による相互影響を通して，成
員である個人の成長としての－マッキーバーの
言うパーソナリティの成長としての－「共感と
信頼」を作っていく社会関係であります。
協同意識の中身については，多様な議論が
あります。ペストフはこれをトラスト（trust）
と言っておりますが，ここでは「共感と信頼」
という言葉でそれを表現しました。そして，こ
のような「共感と信頼」の社会関係の形成と
遁層性・多様性・多元性を持つコミュニティ
の構造全体を，「多元的コミュニティシステム」
と呼ぶことにします。この多元的コミュニティ
システムのペースをなす地域コミュニティには，
図２－１のように，生活コミュニティと社会的
活動コミュニティと経済コミュニティの３つの
橘成要素があると考えています。
(2)生活コミュニティと生活非営利・協同組織
生活コミュニティというのは，人間生命の維
持のための基礎的生活の基盤－これまで共同
生活の基盤というふうに言われていたものです
が＿であり，地域に居住する人々の相互扶助
的な協同生活活動を通して形成される人々の
「共感と信頼」を基礎とする社会的協同的集団
関係である。これはマヅキーバー的コミュニティ
概念と言うこともできます。
ここでは家族がなお重要な部分を占めてはい
ますｶﾒ家族の内容と枠組みはますます縮小し,
家族が何らかの協同生活を展開する力は著しく
弱くなっています。従って，コミュニティ櫛成
要素としての家族のウエイトはますます低下し
ている。その分だけ，様々な組織が補完的ある
いは場合によっては中心的なものとして家族の
機能を代替せざるを得なくなっている。それが
育児，医療，保健，障害者，失業者等に係わ
る「福祉コミュニティ｣，「コミュニティ・ケア」
であり，今日多くの論議があることは周知のこ
とです。
そしてまた，そのような過程で，福祉と非営
利．協同組織の関係がより密接となっている。
そのウエイトは増加の一途をたどっている。そ
うなりますと，例えば社会サービスの分野では
公的セクターと非営利●協同セクターの双方の
役割をどのように考えるかという問題も新たに
起こってくるわけです｡また，生活必需品，生
命の維持に必要な分野の経済生活に係わる生
活協同組合の機能も，生活コミュニティの中の
重要な要素として考えていく必要があります
(藤田1996b〕。
そこで，そういう生活コミュニティの特色を
以下に列挙してみます。
まず第１に，人間の養育期と老齢期，それ
から何らかの事情で社会的弱者になった時，そ
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こでは相互扶助的な集団関係が必要になります。
第２に，「共感と信頼」の内容にかかわる生
活コミュニティ特有の意識として，「人間の尊
厳に対する情感」といったものが，必要なので
はないかと考えます。ノーマライゼイションの
思想がヨーロッパでは一般的になっています。
特に北欧では確固としたそういう社会意識があ
るわけですが，そういう思想との関わりで日本
における「人間の尊厳にたいする悩感」をどの
ように考えていくかという問題は，これからの
重要な課題であろうと思います。
第３に，生活コミュニティにおける育児には，
個人の社会的確立のための基底的な教育の場
という意味があると考えられます。そういう点
でも，生活コミュニティというものの社会の基
底的存在としての意味が十分注視されねばなら
ないと考えるわけです。
第４は,今日の新しい生活コミュニティは，
家族と多くの生活非営利・協同組織と地方自
治体（特に市町村）によって櫛成されつつある
ということ。
第５に，農漁村においては，生活コミュニティ
を一定地域の区画としてとらえることは今でも
比較的可能であります。私どもも腱村の調査に
入りましたけれども，そこでは碗かに生活コミュ
ニティというものが存在する，あるいはその存
在を余儀なくされている。農村が今生き続けて
いくためにそういう防衛的な社会組織として生
活コミュニティがあると言ってもいいのですが，
その場合でも，様々な新しい村おこし等の非営
利・協同組織の活動が活発に行われ始めてい
る。また，地方自治体の活動の役割も大きく
なっています。都市においては，非営利・協同
組織の活動が家族の力の縮小に照応して璽要
な要素となっている。そして，一定地域の区画，
例えば町内，学校区，あるいは公民館地区と
いうような一定の地区として捉えることが非常
に難しくなっています。
第６に，従って，生活の活動に応じて重層
的にコミュニティの広がりを地域社会の一つの
システムとして考えていく必要が出てきている
と考えられます。
(3)社会的活動コミュニティと社会的非営利・
協同組織
社会的活動コミュニティは，人間の創造的
な活動により社会を発展させる基盤であり，生
活コミュニティを基礎とする地域社会の人々に
よって，多くの場合社会的非営利・協同組織
による社会的活動を通して形成される人々の
｢共感と信頼」を基礎とする社会的協同集団関
係であると定義されます。
生活コミュニティと社会的活動コミュニティ
の重なっている部分は少なくなく，農村ではほ
とんど一緒になっている場合もありますし，か
なり社会的活動が小さい場合もありますｂ図２－
１では，NPOを非営利・協同組織と読み替え
ていただきたいのですが，生活ＮＰＯと社会的
ＮＰＯとは並なっています。図２－２では，コミュ
ニティシステムが県単位で４つのパターンに示
されています。県単位ですから大都市のモデル
がないのですが，中小都市の生活コミュニティ
と社会的活動コミュニティの重なり具合は，そ
れぞれの地域によって少しずつ変わってきます。
まだそのあたりの現状の整理と分析は十分には
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出来ておりません。しかし，いずれにしまして
も，このように相互が重なりあいながら，社会
的活動の方にむしろリーダーシップがあると考
えています。
社会的活動コミュニティの特色を列挙してみ
ます。
第１に，人間生命の維持の生活を基礎とし
て，社会的非営利・協同組織による「共感と
信頼」を基礎とする社会的協同的集団関係を
作り出す活動の中で，芸術，技術，教育・研
究，スポーツ，まちづくり－社会システム作り
等の主として社会的協同的な「創造的活動」
によって，このコミュニティは形成される。
第２に，民主的な協議システムとしての迎挑・
ネットワークー協議における対話による相互影
響によって，個人の成長としての「共感と信頼」
の社会関係を形成する。
第３に，環境問題が個人の成長としての
｢共感と信頼」の社会関係を形成していく有力
な契機となるということ。個人の成長として非
営利・協同組織の多様性，多元性が，個人の
成長としての「共感と信頼」の社会関係をど
のようして形成し得るかは，今日の社会経済シ
ステム転換の股も難しい問題といえます。個人
主義と普遍主義という議論の仕方もありますが，
ここでは個人主義と協同意識との良好な関係
をどのように形成するかが大きな問題になりま
す。そして，その関係付けの契機となるものを
私は環境に求めようとしています。それは環境
問題が個人の自己実現や発展を，自然との共
生に沿った協同関係形成の中で展開することを
迫る自然的な社会的強制要因であるからです。
従って，社会経済システムの転換という問題も
ますます環境要因を契機として進むと思います。
第４に，社会的活動コミュニティの形成は，
生活コミュニティと経済コミュニティの媒介環
となり，また，それらと公的セクター（特に地
方自治体）との媒介環ともなり，地方自治体
という枠組のコミュニティ形成の重要な推進的
役割を有すると考えます。
第５に，特に，多くの非営利・協同組織活
動のネットワークの総節点ともなっているパリ
ヤフリーやビオトープ等を含む「まちづくり
(協議会）活動」や「エコシティ」「バイオリジョ
ン」形成等の総合的タイプの社会的非営利・
協同組織の社会的活】Ｍ１は，生活コミュニティ
と経済コミュニティの分離した状態を連結修正
し，さらに地方自治体への連結を通して，地
域全体としての地域コミュニティの形成にとっ
て晒要な鍵ともなる活llMIであると考えられます。
それは，例えば，アメリカ地方自治体において
｢エコシティ」作りの原則とも言われる「アワニー
原則」の核心部が「コミュニティの原則」になっ
ている点にも伺い知ることができます（小林，
川村・小門)。
(4)経済コミュニティと社会的総済組織
経済コミュニティとは，生活コミュニティを
華礎として，社会的福利の発展を目的とする
協同的な経済発展の基雛をなすものであって，
社会的経済組織の協同的経済活動を通して形
成される人々の「共感と信頼」を基礎とする
社会的協同的集団関係であります。
経済コミュニティを作り出す社会的経済組
織の協同的経済活動とは，社会的企業等の非
－１６６－
藤田暁男先生最終講義
営利・協同組織と類似の協同的経済活動をす
る経済組織であって，社会的企業，その他の
非営利・協同組織の経済活動，地域の中小株
式会社の活動およびそれらの迎携活動のことを
いいます。
経済コミュニティの特色をあげてみます。
第１に，生活コミュニティを基礎に社会的
企業等による生活産業，生活関連商業・サー
ビス業の展開とそれへの生活者の参加があると
いうことです。
図２－３に，地域の産業と生活のデッサン
を書いています。生活産業というのは，最近通
産省あたりでも「生活型産業」というカテゴリー
を作って重視しているところですが，それとは
少し違い，農業，漁業等も含めて，我々の生
活を支える地域の産業であり，それを生活者の
参加によってそれぞれの地域の特色を活かして
充実していく必要があります。
第２に，環境保全との関連で農林漁業等の
活性化が必要である。
第３に，地域の中小企業の福利的な協同的
経済活動と連携活動の推進が図られ，社会的
企業としての協同活動の進展によって，「共感
と信頼」の経済関係の形成が図られていくとい
うことです。特に，環境問題に関わる社会的
経済活動がますます重要になります。
第４に，この点が最も亜要な点ですがロ生
活関迎，福祉，環境の諸問題を中心に，上記
のような生活関連諸経済組織がネットワークを
組んで，地域社会の基礎としての生活と経済
を関係づける「共感と信頼」の社会関係，つ
まり経済コミュニティを形成していくというこ
とです。
第５に，そのような地域経済コミュニティの
形成活動は，自立循環型経済システムの方向
へ地域経済を近づけていく活動という性質を帯
びて行くと共に，それはさらに，他の非営利・
協同組織の活動による他のコミュニティとの連
携の増進によって，地域社会経済システムの転
換活動へと発展する，ということです。
４．新しい地域社会経済システムと「多元的
コミュニティシステム」
時間がなくなって来ました。最後に，新しい
地域社会経済システムと「多元的コミュニティ
システム」のデッサンを簡単に示すことで終わ
りたいと思います。
(1)コミュニティと非営利・協同組織と地域
社会経済システム
地域コミュニティは，図２－１に示しますよ
うに，生活コミュニティと社会的活動コミュニ
ティと経済コミュニティの三つのタイプのコミュ
ニティと地方自治体のコミュニティ参加部分・
生活関連機関によって，相互に重なり合う部
分を持ちながら櫛成されると考えられます。そ
れらを形成するのは家族と生活非営利・協同
組織，社会的非営利・協同組織，社会的経済
組織のそれぞれの活動と連携活動であり，そし
て特に，それらの辿結の主導性を握っている社
会的非営利ゴ協同組織の役割が大きいと考え
られます。
その場合，労働組合等の労働者組織のリー
ダーシップが期待されるところです。社会的経
済組織の例えば参加型株式会社等あるいは
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ESOP等の形成においてもそれが期待されるの
ですが，日本においては残念ながら現実の取り
組みは十分ではありません。また，上記のよう
な視角から，労働者組織のイニシアティブの問
題を理論的に十分つめていく作業ももっと進め
られる必要があると思います。
地域コミュニティの形成過程については，
｢コミュニティにかかわる非営利・協同組織の
活動とそれらの連携活動（その中心的な活動
としての「まちずくりと環境保全活動｣）－社
会連動としての進展一社会システムとしての定
着一コミュニティの内容と連結の拡大一コミュ
ニティにかかわる非営利・協同組織の活動の更
なる発展」という形で，社会システム形成と社
会運動の一つの循環的な拡大過程が進んでい
くという考えを持っていますが，この点も今後
さらに考察を試みたいと思っております。
このように考えてきますと，図２－２に示す
ように，地域社会経済システムは，地域コミュ
ニティ（コミュニティセクター）と営利セクター
と公的セクター（地方自治体・政府機関）に
よって構成されることになります。ここでは，
中小都市の非営利・協同組織がもっとも発達
しているわけですが，ＮＰＯネットワークセンター
が全体を結ぶ一つの結節点としてそこにセット
されています。何もこのネットワークセンターが
一つでなくてはならないということではありませ
ん。いろんなタイプのネットワークセンターがあっ
ていいのではないかと思いますけれども，実は
そういう動きの中に私自身も身を価いておりま
すので，自分の体で問題を感じながら，上のよ
うな諸問題について，これから具体的に，また
理論的に考えていきたいと思います。
１２）地域社会経済システムと国民的社会経済
システム
上記の地域社会経済システムは，多様な非
営利・協同組織の迎挑活動を通して，国民コ
ミュニティとして連結されていくことになります。
地域コミュニティの枠を大きくはみ出ている
大規模営利経済組織・大企業の場合，地域コ
ミュニティにかかわる社会的活動，大企業自体
の参加システムの進展，公的セクターによる調
整等によって，国民コミュニティに連結される。
また，市場システムもこのようなコミュニティ
形成に適応する形態に変形されて機能すること
になると考えられるのですが，その萌芽形態の
考察を含め，これらについては別の機会に論じ
るほかはありません。
以上に述べてきたような複合的なコミュニティ
の迎結構造か「多元的コミュニティシステム」
であり，新しい社会経済システムの基幹部分を
なすものであると考えています。
そしてまた，市場原理主義的市場システムの
オルタナティヴとしてこの多元的コミュニティ
システムを考えることができるのではないか，さ
らには環境問題に対応しうる社会経済システム
形成の理論的榊図を捉えることが出来るのでは
ないか。それはまた，環境問題に対応しうる社
会経済システム形成を追い求めることによって，
結局は合理的で人間らしい社会進歩の可能性
を見出し得るのではないかと考えていることを
意味します。
時間の制約上，コミュニティ批判論について
触れることが出来ませんでした。参考文献に示
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したミラーやハンターの主張は-1-分考慮される
べきだと思います。
(3)経済グローバル化と国際コミュニティー
国際的地域社会経済圏間題
この論点については，新しいデイリの本に出
てくる「国際コミュニティ連合」（intematiomI
communitylbderation）という問題提起に照応
する議論を(Costanza＆Cumberland＆ＤａＩｙ
＆Goodland＆Norgaard)，私も少し以前に展
開しています。それは，いわゆる保護本義的な
地域主義ではなく，新しいタイプの国際的地域
社会経済圏が作られていいのではないか，北東
アジア経済圏もその一つでありますが，それが
今後の地域社会とその国際関係のあり方に重
要な役割を果たすのではないかという問題です
(王・藤田・龍)。この点は環境問題にかかわ
る問題としても関心が高まりつつあります（藤
田1998b)。また，同じ観点からの小文を『北
陸中日新聞」１月14日付けのコラムにも書い
ていますので，それらを参考までに示すことで
ここでの展開は省略せざるをえません。
以上，説明不足のところ，分析の不十分な
ところもたくさんありますが，それは今後の私
の研究課題にしたいと思います。また同時に，
私はここで展開した議論に関わる社会状況と直
接かかわっていますが，そのかかわりの中で試
行錯誤しながらこの理論的櫛図の内容を発展
させたいと考えております。
最後に，このような特別な講義にお付き合い
いただいた学生藷君に，また，この講義の特別
の編集作業をお引き受け頂いた方々に深く感
謝いたします。さらに，これまでの私の研究に
いろんな方々から非常に多くの示唆をいただき
ました。一つ一つお名前を挙げる余裕はありま
せんが，ここでその方々に心から感謝を申し上
げたいと思います。
また，皆さんと一緒にこの社会を一歩でも二
歩でも進歩といえるようなものにしていきたい
と考えておりますので，今後とも研究の上で，
あるいは実際の活動の上でお付き合い願いたい
という希望を申し上げて，私の講義を終わりた
いと思います。ありがとうございました。
【参考文献】
藤田暁男（1993）「股近の非営利組織にかんす
る問題点一『社会的非営利組織』への接近一」
「金沢大学経済学部論集」第14巻第１号，
1993年
藤田暁男（1994）「非営利組織と社会経済制
度問題一Ｖ・ペストフの所説の示唆するもの－」
『九州大学・経済学研究」（逢坂教授退官記
念論文集）第59巻第５．６号，1994年
藤田暁男（1996a）「新しい社会経済システム
論への接近」川口清史・富沢賢治編『非営
利・協同セクターの理論と現実」日本経済
評論社，1996年
藤田暁男（1996b）「生活協同組合の市場対応
指向とコミュニティ形成指向」「生活協同組
合研究』８月号，1996年
藤田暁男（1998a）「２１世紀のオルタナテイプ
な発展の道一『非営利・協同』セクターと
地域共生の可能性をさぐる」「経済科学通信』
第87号，1998年
藤田暁男（1998b）「環日本海学会の活動と日
－１６９－
金沢大学経済学部論集第20巻第１号2000.3
本海の環境保全に関する国際協力」『国連
北東アジア金沢シンポジウム」日本国際連
合協会，1998年
藤田暁男（1999）「福祉社会システムと非営利・
協同組織の役割一ヨーロッパと日本の諸問
題一」川口清史・寓沢賢治編『福祉社会と
非営利・協同セクター－ヨーロッパの挑戦と
日本の課題』日本経済評論社，1999年
AFUjita，“WelfareNon-profitOrganizations
ｉｎＪａｐａｎａｎｄｌｈｃＣａｔｅｇｏｒｙｏｆＳｏｃｉａｌＥnter‐
prisc”『金沢大学経済学部論集』第18巻第
２号，1998年
王勝今・藤田暁男・龍世祥『現代北朝鮮経済
研究へのアプローチー体制転換と政策開放一』
金沢大学経済学部研究叢書10,1997年
の水書房，1996年
神谷国弘・中道実編『都市的共同性の社会学」
ナカニシヤ出版，1997年
川村健一・小門裕幸『サステイナプル・コミュ
ニティ』学芸出版社，1995年
小林重徳敬編，計画システム研究会箸『協議
会型まちづくり』学芸出版社，1994年
園田恭一『現代コミュニティ論」東京大学出
版会，1978年
東京都社会福祉協議会「福祉コミュニティ構
想」研究委員会編『福祉コミュニティを拓
く』東京都社会福祉協議会，1991年
富沢賢治『社会的経済セクターの研究』一橋
大学経済研究叢書別冊，岩波書店，1998年
中村尚司『地域自立の経済学』日本評論社，
1993年
二宮哲雄・中藤康俊・橋本和幸編著『混住化
社会とコミュニティ』御茶の水書房，１９８５
年
蓮見音彦・奥田道大編『２１世紀日本のネオ・
コミュニティ』東京大学出版会，1993年
古沢広祐『共生社会の論理いのちと暮らし
の社会経済学」学陽書房，1988年
松原治郎『コミュニティの社会学」東京大学
出版会，1978年
ＣＢＯ｢zaga，Ａ・Santuari，eds.,Sbciaノ勘にJprjse
Q"ｄＭｇｗＥｍ"p/ｂｙ腕e"fmEJJ”e，The
RegionTrcntino-A1toAdige，l995
RCostanza，Ｊ、CumberIand，Ｈ・DaIy，Ｒ・
Goodland，Ｒ・Norgaard，』〃ｍｍｄｈｲc'わ〃lo
EcolbgicqﾉＥＣＯ"omjcs，SLLuciePress,１９９７
Ｈ、Ｅ，Daly，』．Ｂ、Cobb，ＪＴ.，FbrlAeCbmlPTo〃
Ｆ・テンニエス（1887）『ゲマインシャフトとゲ
ゼルシャフト」杉の原寿一訳，岩波文庫，
1957年
Ｊ・バーナード（1973）『コミュニティ論批判』
正岡寛司訳，早稲田大学出版会，1978年
Ｆ・ハンター（1963）『コミュニティの権力概
造一政策決定者の研究一」鈴木広監汎恒
星社厚生閣，1998年
Ｃ・ポルザガ他『欧州における非営利・協同
組織の新しい展開一「社会的協同組合」か
ら「社会的企業」へ_」藤田他訳，生協総
研レポート，Nul8，1998年
Ｒ・Ｍ・マッキーヴァー（1924）「コミュニティ」
中久郎・松本通晴監訳，ミネルヴァ掛房，
1975年
大滝髄介『マルクス社会主義像の転換」御茶
-１７０－
藤田暁男先生岐終講義
ＧｏｏｄｆＲｅｚＩｉ泥ｃｍＵｇ油ｅａｏ"o'P1ylowmzノ
ｃＤｍｍｌＪ"j肌ノノｂｅＥｍ'jro"腕e"『，α"ｄｑ
Ｓ２４ｓｍｊ"αb陀励畝jPe，BcaconPress，１９８９
s、Etzioni，ノVｾｗＣｂｍｍｗ"ｊｍｒｍ〃７洲i"Ai"ｇｆ
Ｐｅ応o"s，町汀Wes，、s/""riO"s，α"ｄＣｂ"Ｉｍ－
ｕｕ"ifjes，ＴｈｅＵｍｖｅ耐ｉｔｙＰ妃ssofVirginia，
l995
GHHiIIery，.、chnitionofCommunity：
ＡｒｅａｓｏｆＡｇｒｃｅｍｅｎｔ１１，Ｒ"、ノSbcioﾉ080ﾉ，ＶＯＬ
２０，１９５５
Ｇ.Kelly,、､Kelly,Ａ・Ｇamble,eds,ＳｍＡｅｈｏｋ泥ｒ
ａｐｊｊＱｌｉＵ腕,MacmiIlan，１９９７
ＣＬａｍｍｅ応，０．Szcll，eds”eJwqJio"αノ
ノリロ"dbookq/Pm7にｉＰｑｊｍ〃il701gu]"jzqrjo"３，
妬ｍｍｅｌＪＯＪｇα"jzajio"αノＤＣ"JocmCyr
mAmgsrockl989ﾉﾘﾉb/"ｍｅⅡＪＯｗｅﾊﾙｉｐ
ａ"ｄＰｑ〃jcjPaljm，1991,OxfbrdU、Ｐ．
Ｄ・Miller，ＭＪｸﾘtごl，Ｓｍに｡"ｄｏ〕、、""i〃
耐eorelicZJノＦＤ”"dtJ"o"３｡／」MtJ汰ｅｌｓｂｃｊａｌ－
ｊＦｍ，CIarendonPrcss，1989.
Ｖ、PestofEBeyo"ｄノノieMbl舵ｊｑ"ｄＳｍ'ｅ
ＳｂｃねノEmelprjFe”ｄＣＭノＤｅｍｏｃｍｃｙｊ〃α
腔腕reSbcje〃,Ashgate，１９９８
Ｍ・JPiore，ＣＦ・Sabel，乃ｅ比ＣＯ"ｄ
Ｋ'jdtls"iα/Diy雄Ｐ､“i6iJi"es/b′Proやe灯り，
BasicBooks，ＩＩＩＣ.，1984．「第二の産業分水
蝋」山之内端・永易浩一・石mあつみ訳，
筑廉書房，1993年
CRanci，``Returnｔｏ(What）Community？"’
１勺肋"'“’８/１，１９９７
J・Simmons，WMares、PDb欣i埴７b深rhe尼
１９８５
Ａ・Wagner，‘`Communitariamsm：ANew
ParadigmofSocioecoI1omicA肺aIysis，，，、Ｃ
ＪＤ豚"9ロノｑ/Sbcjo-Ebo"Ｏ脚jcJ,ＶＯＬ２４，１９９５
SWhecler，‘`WorkCouncils：TowardsStake
hoIding？",ｉｎ：SDcakin,Ａ・Hughes,eds，
Ｅｍｅ叩ｒｊ“α"ｄＣｂｍ"l""ノリ.･ノV℃ｗＤｉｒ“"o"ｓ
〃ＪＣＵ中｡PmeGDveFTm"Ce，Blackwcl]，１９９７
Ｎ・Wilson，ｃd､，ＥＳＤＲＳｆｍｅｊｒ印にｊ〃
CblpolmeFi"α"Ｃｅα"ｄＰＣＺ'ｂｍｌａ"“
Macmillan，１９９２
－１７１－
